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第４章 データに基づく保健事業の展開 －５ 後発医薬品に関する取り組み 

後発医薬品の軽減額通知による医療費適正化 

（管工業健康保険組合） 

 

○取り組みの背景及び目的 

後発医薬品の利用促進は患者負担の軽減や医療保険財政の改善に資することから、厚生労働省は

これを積極的に推進することとし、「平成 24 年度までに後発医薬品の数量シェアを 30％以上にする」

という目標を掲げた。こうしたなかで、管工業健康保険組合では、保険給付費や拠出金等の増加に

よる厳しい財政状況の中、保険料率の引き上げを実施する前に、まず健保組合の努力で、少しでも

給付費の増加を抑制する方法を検討した結果、加入者に対する、後発医薬品の利用促進事業を実施

することとした。 

医療機関に受診される者の意識づけ対策として、後発医薬品利用促進のための通知には、後発医

薬品に切り替えた場合、どのくらい自己負担額の軽減ができるのか分かるように案内するなどの工

夫をしている。 

 

○取り組みの内容 

後発医薬品の利用促進案内（軽減額通知）の作成・発送業務は㈱法研と業務委託契約を結び、平

成 23 年から１月、７月の年２回、個人宛（個封）に発送。 

 

対象者の抽出 

  ① 慢性 30疾患より服薬している 40 歳以上の加入者（任意継続者含む） 

    （がん・ＨＩＶ・精神疾患を除く） 

  ② ３ヵ月の間に保険医療機関等で先発医薬品の投薬を受けた者 

  ③ 後発医薬品への切り替え差額が 400 円以上（65 歳以上は 100 円以上） 

（平成 23年１月と７月については、30 歳以上の加入者（任意継続者含む）で切り替え差額

250 円以上の人へ発送した。（それぞれ２ヵ月分のレセプトを抽出）） 

 

「ジェネリック医薬品利用促進のお知らせ」 

「ジェネリック医薬品利用促進のお知らせ」は両面印刷とし、表面は後発医薬品の案内（当

健保組合オリジナル）、裏面には特定の期間に投薬を受けた先発医薬品の実績に対し、後発医薬

品に切り替えた場合の医薬品名や製薬会社、節約できる額等をわかりやすく表示している。ま

た、医療機関で後発医薬品へ切り替えの希望を伝えやすくするために、通知書の一部を切り取

って使用できる「ジェネリック医薬品お願いカード」を印刷している（別添１）。 
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（補足１） 

    平成 23年７月（２回目）発送時には、アンケートを同封して、後発医薬品に対する意識調

査を行った。当時は、「今後切り替えするつもりである」との回答がある一方、「切り替える

ことへの不安」、「医師に言い出しにくい」、「医療機関で後発医薬品に変更してもらえなかっ

た」などの意見や感想が寄せられた。平成 24年１月（３回目）の案内には、アンケートで多

かった意見・感想の上位３つを Q&A 形式にデザイン変更を行うなど、後発医薬品を身近に感

じてもらえるよう工夫をしている。 

 

  （補足２） 

    管工業健保組合では、平成 21 年４月に「ジェネリック医薬品推進協議会」を設置。  

    事務職員と医療職員（医師・保健師・看護師・薬剤師）で構成され、それぞれの専門性を

活かした役割で出来ることからはじめた。６月には利用促進に関する PR誌やパンフレット・

ポスター等を作成し、広報活動を行った。医療職員により、健診に訪れた受診者との面談時

間を使って後発医薬品の啓発活動を開始。薬剤師による電話相談も行った。 

 

○効果 

平成 23年１月に第１回目を送付した 4,423 人の平成 23年２月から平成24年１月までの１年間に

おける薬剤費の変化を集計・分析した結果、51.6％の人が後発医薬品に切り替え、約 2100 万円の効

果が出た（図１）。 
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①軽減通知を送付した

人の総薬剤費
￥449,232,298

＊対象者4,423人のうち、
2,281人（51.57％）の方が後
発医薬品に切り替えました。

⑤後発医薬品に切

替できない薬剤費

（先発品）
¥249,018,927

後発医薬品に切り替えなかっ

た場合の総薬剤費
￥470,450,130

④後発医薬品に切

替えできる薬剤費
(先発品）

￥160,233,061

②通知前より後発医

薬品に切替え
(後発品）

￥17,644,957

後発医薬品に切替

できない薬剤費

（先発品）
¥249,018,927

通知前より後発医薬品

に切替え
(後発品）

￥17,644,957

後発医薬品に切替えできる

薬剤費(③+④+⑦）

(先発品）
￥203,786,246

⑦後発医薬品に切

替えたことによる

効果額
￥21,217,832

③後発医薬品

医薬品の薬剤費

(後発品）

￥22,335,353

 

①総薬剤費
（＝②+③+④

＋⑤）

②通知前より
後発医薬品に

切替

③後発医薬品
の薬剤費

④後発医薬品
に切替できる薬

剤費

⑤後発医薬品
に切替できな
い薬剤費

⑥後発医薬品使
用率

（＝（②+③）/①
*100）

⑦効果額

¥42,621,709 ¥2,140,890 ¥20,482,365 ¥19,998,454 5.02%

¥42,045,247 ¥2,291,341 ¥20,128,866 ¥19,625,040 5.45%

¥42,333,478 ¥2,216,116 ¥20,305,616 ¥19,811,747 5.24%

【通知後】

Ｈ23.2～

Ｈ24.1

発送対象月の薬剤費内訳（4,423人）
【通知前】
発送対象
診療年月

平成22年8月診療分

平成22年9月診療分

平均

合計 ¥449,232,298 ¥21,217,8328.90%¥249,018,927¥160,233,061¥22,335,353¥17,644,957

 

図１．第１回（平成 23 年１月 20 日）発送後の効果測定結果 

 

 

表１． 平成 23 年度及び 24 年度の後発医薬品軽減額通知の効果 

 平成 23 年度 平成 24 年度 

通知発送件数（件） 9,422 8,855 

所要経費（千円） 5,000 4,500 

効果額（千円） 29,000 22,000（推定） 

 

○費用および財源 

実施に伴う年間経費は、年２回発送と年間のレセプトデータ管理料・効果測定等で 450 万円程度

となっている。 
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○事業評価 

後発医薬品利用促進案内（軽減額通知）を送付する前から、後発医薬品の啓発活動を実施してい

たことで、受け取った方々に受け入れやすかったと考える。 

管工業健康保険組合健康管理センターの受診者に、問診・面談の際に啓発活動を行っていた看護

師によると、男性の受診者よりも女性の受診者（被扶養者）のほうが関心を持ち、夫（家族）の分

も含め切り替えの意向を示す人が多かった。家計をあずかる主婦へのアプローチは有効的である。 

一方で、「切り替えを希望したが医者が応じてくれないので健康保険組合から言ってもらえない

か」、地方の方からは「地元の病院はほとんど院内処方だから替えられないし、調剤薬局もない」な

ど、本人が希望しても切り替えられない現状がある。 

ただし、本人の行動変容（切り替えの意思表示すること）によって、確実に薬剤費が軽減される

ため、継続事業として平成 25 年度も２回の送付を予定している。 

 

○健保組合情報 

・被保険者数（平成 25 年 5月末現在）：58,089 名（男性 83.9％、女性 16.1％）（平均年齢 42.9 歳） 

・加入者数（平成 25 年 5月末現在）：116,346 名 

・事業所数（平成 25 年 5月末現在）：920 

・保険料率（平成 25 年 3月末現在）：92.0‰ 

・経常支出合計(平成 24 年度決算）：約 291 億円（うち保健事業費：2.6％ 約 7 億円） 

・業態：建設業 
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別添１．通知の例 

 

 

（表） 

（裏） 


